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○沼津市土地利用事業指導要綱 

昭和52年５月25日告示第66号 

改正 

昭和63年10月27日告示第75号 

平成３年３月15日告示第18号 

平成５年９月27日告示第86号 

平成10年９月30日告示第93号 

平成17年３月31日告示第59号 

令和３年３月31日告示第98号 

沼津市土地利用事業指導要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、土地利用事業の施行に関し、その適正な施行を指導することにより、施行区域

及びその周辺における災害を防止するとともに、沼津市環境保全基本条例（昭和48年条例第30号）

に基づく良好な環境の創造に努め、もつて沼津市（以下「市」という。）の均衡ある発展に寄与す

ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(１) 土地利用事業 

住宅、工場、教育施設、体育施設、遊技施設、資材置場、保養施設又は墓園等の建設の目的で

行う一団の土地の区画形質の変更及び土石の採取、捨土、ごみ埋立、有姿分譲等の目的で行う一

団の土地の区画形質の変更に関する事業をいう。 

(２) 施行区域 

土地利用事業を行う土地の区域をいう。 

(３) 事業主 

土地利用事業に関する工事の請負契約の注文者又は請負契約によらないで自らその工事を施行

する者をいう。 

(４) 工事施行者 

土地利用事業に関する工事の請負人をいう。 

（適用範囲） 

第３条 この要綱は、施行区域の面積が2,000平方メートル以上の土地利用事業（国又は地方公共団体

の行う土地利用事業については特に必要と市長が認めたもの）について適用する。ただし、2,000

平方メートル未満のものであつても環境の保全又は防災上影響を及ぼすものと市長が認めた場合は、

この限りでない。 

２ 第８条、第９条、第10条及び第11条の規定は、都市計画法（昭和43年法律第100号）に基づく開発

行為の許可を受けた土地利用事業にあつては、適用しない。 

３ 第１項の規定にかかわらず、沼津市戸田及び沼津市井田においては、高さが15メートル以上のも

の又は延べ面積が1,000平方メートル以上の建築物を建設する目的の土地利用事業について適用す

る。 

（事業主の責務） 

第４条 事業主は、土地利用事業の施行に当たつては、安全で良好な生活環境が適正に確保されるよ

う努めるとともに、静岡県（以下「県」という。）及び市が実施する土地利用に関する施策に協力

しなければならない。 

（土地利用事業の計画の基準） 

第５条 事業主は、土地利用事業に関する計画を策定しようとするときは、関係法令、静岡県土地利

用事業の適正化に関する指導要綱、沼津市開発許可指導技術基準等に適合するようにしなければな

らない。 

２ 前項の規定に定めるもののほか、沼津市戸田及び沼津市井田における土地利用事業に関する計画

を策定しようとするときは、別表の基準に適合するようにしなければならない。 

（承認の申請） 

第６条 土地利用事業を施行しようとする事業主は、法令に基づく許可、認可等の申請又は届出をす
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る前に、土地利用事業に関する承認申請書（第１号様式）を沼津市長（以下「市長」という。）に

提出し、承認を受けなければならない。 

（事前協議） 

第６条の２ 静岡県土地利用事業の適正化に関する指導要綱に基づく事前協議を要する土地利用事業

にあつては、前条の申請に先立つて、あらかじめ市長に協議し、その同意を得なければならない。 

２ 前項の協議の申し出をしようとする事業主は、土地利用事業に関する事前協議申請書（第１号様

式の２）を市長に提出しなければならない。 

（承認の効力） 

第７条 第６条の承認は、事業主が工事に着手しないまま２年を経過したときは、その効力を失う。

ただし、事業主の責めに帰すことのできない特別の事情がある場合は、この限りでない。 

（地位の承継） 

第８条 事業主が第６条の承認を受けた施行区域内に所在する土地に関する所有権その他事業主とな

る権利を譲渡しようとするときは、地位承継申請書（第２号様式）を市長に提出し、承認を受けな

ければならない。 

２ 第６条の承認を受けた事業主の相続人その他の一般承継人は、被承継人が有していた地位を承継

した場合は、地位承継届（第３号様式）を市長に提出しなければならない。 

（変更の承認） 

第９条 事業主は、次に掲げる事項を変更しようとするときは、事前に市長と協議したのち、軽微な

変更となるものを除き、変更承認申請書（第４号様式）を市長に提出し、承認を受けなければなら

ない。 

(１) 事業の目的 

(２) 施行区域の位置及び面積 

(３) 工事の設計内容 

２ 前項の軽微な変更とは、次の各号の一に該当するものをいう。 

(１) 施設の変更を伴わない施行区域の縮少であつて、その面積の10パーセント以内のもの 

(２) 防災施設（調整池、沈砂池、砂防えん堤等をいう。）の位置又は構造の変更を伴わない施設

の変更であつて、次のアからウまでのいずれかに該当するもの 

ア 道路及び水路については、起点、又は終点の変更を伴わない道路又は水路の中心線の変更で

あつて、その道路又は水路の幅員の２倍の範囲内のもの 

イ 公園緑地については、アの変更に伴う変更であつて、その面積の縮少を伴わないもの 

ウ その他防災上又は生活環境の保全上支障がないと市長が認めたもの 

（工事の休廃止） 

第10条 事業主が工事を１月以上休止し、又は廃止しようとするときは、工事休廃止承認申請書（第

５号様式）を市長に提出し、承認を受けなければならない。この場合市長は、現状回復その他必要

な条件を付すことができる。 

（届出） 

第11条 事業主は、次の各号の一に該当する場合は、速やかに当該各号に定める届出書を市長に提出

しなければならない。 

(１) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつてはその代表者の氏名を変更したとき。 名称変更

届（第６号様式） 

(２) 工事施行者を変更したとき。 工事施行者変更届（第７号様式） 

(３) 防災工事に着手し、及びその工事が完了したとき。 防災工事着手（完了）届（第８号様式） 

(４) 防災工事以外の工事に着手し、及びその工事が完了したとき並びに中止した工事を再開した

とき。 工事着手（完了・再開）届（第９号様式） 

(５) 第９条第２項の軽微な変更をしようとするとき。 軽微変更届（第10号様式） 

（災害補償等の措置） 

第12条 市長は、事業主の行つた土地利用事業に起因して発生する災害に対処するため、事業主との

間に災害補償等に関する協定を締結することができるものとする。 

（工事の施工方法等に関する協定） 

第13条 市長は、この要綱に基づく指導を適正に行うため、必要があると認めるときは、工事の施工
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方法、防災工事の施工を確保するための措置、工事完了後の施設の管理等について、事業主との間

に協定を締結することができる。 

（調査） 

第14条 市長は、事業主又は工事施行者に対し、この要綱の施行のため必要な限度において、当該事

業の対象となる土地その他の物件又は工事の状況を調査することができる。 

（報告、勧告等） 

第15条 市長は、事業主又は工事施行者に対し、その施行する土地利用事業に関し、この要綱の施行

のため必要な限度において、報告若しくは資料の提出を求め、又は勧告若しくは助言することがで

きる。 

２ 市長は、前項の規定による勧告又は助言をした場合、その勧告又は助言を受けた者に対し、その

勧告又は助言に基づいて講じた措置について報告させるものとする。 

３ 前項の報告は、是正報告書（第11号様式）によつて行うものとする。 

付 則 

この要綱は、昭和52年６月１日から施行する。 

付 則（昭和63年10月27日告示第75号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

付 則（平成３年３月15日告示第18号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

付 則（平成５年９月27日告示第86号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

付 則（平成10年９月30日告示第93号） 

この告示は、平成10年10月１日から施行する。 

付 則（平成17年３月31日告示第59号） 

この告示は、平成17年４月１日から施行する。 

付 則（令和３年３月31日告示第98号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際現に改正前の告示の様式（次項において「旧様式」という。）により使用さ

れている書類は、この告示による改正後の様式によるものとみなす。 

３ この告示の施行の際旧様式に基づいて作成した用紙は、当分の間、調整して使用することができ

る。 

別表（第５条関係） 

１ 土地利用事業は、静岡県土地利用基本計画及び従前の戸田村国土利用計画の趣旨に沿つて立地

されるものであつて、次に掲げる地域ごとの承認の基準に適合するものであること。 

(１) 農業地域 

農用地区域 

土地利用事業の施行は、原則として認めないものとする。 

(２) 森林地域 

ア 保安林及び保安施設地区 

土地利用事業の施行は、原則として認めないものとする。 

イ 保安林及び保安施設地区以外の森林地区 

次に掲げる森林の区域内における土地利用事業の施行は、極力これらの森林の区域外に施

行させるものとする。 

(ア) 地域森林計画において、樹根及び表土の保全に特に留意すべきものとして定められて

いる森林 

(イ) 飲用水、かんがい用水等の水源としての依存度の高い森林 

(ウ) 地域森林計画において、自然環境の保全及び形成並びに保健休養のため伐採方法を特

定する必要があるものとして定められている森林、生活環境の保全及び形成のため伐採方

法を特定する必要があるものとして定められている森林又は特に保健保全機能を高度に発
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揮させる必要があるものとして定められている森林 

(エ) 地域森林計画において、更新を確保するための伐採方法又は林産物の搬出方法を特定

する必要があるものとして定められている森林 

(オ) 優良人工造林地又はこれに準ずる天然林 

(３) 自然公園地域 

国立公園の特別地域における土地利用事業の施行は、原則として認めないものとする。 

(４) 前３号に掲げる地域以外の地域 

県及び従前の戸田村国土利用計画の趣旨に沿つた土地利用事業以外の土地利用事業の施行は、

原則として認めないものとする。 

２ 施行区域には、次に掲げる地域を含まないこと。 

(１) 農業振興地域の整備に関する法律（昭和44年法律第58号）に基づく農用地区域 

(２) 文化財保護法（昭和22年法律第214号）及び静岡県文化財保護条例（昭和36年静岡県条例第

23号）に基づく指定文化財の所在する地域。ただし、風致景観に著しい影響を与えない事業、

公益上必要な事業及び保存管理計画に沿つて認められる事業にあつては、この限りでない。 

(３) 海岸法（昭和31年法律第101号）に基づく海岸保全区域 

３ 施行区域には、原則として次に掲げる地域を含まないこと。 

(１) 土地改良事業等の農業に対する公共投資の対象となつた農地、集団的に存在している農地

及び農業生産力の高い農地 

(２) 林業整備等の林業公共投資の受益地 

(３) 県営林 

(４) 地すべり等防止法（昭和33年法律第30号）に基づく地すべり防止区域 

(５) 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）に基づく急傾斜地

崩壊危険区域 

(６) 建築基準法（昭和25年法律第201号）に基づく災害危険区域 

４ 施行区域内の民有地については、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める割合

を下らない地権者の同意が得られていること。 

(１) 第６条の２第１項の規定による協議をする場合 民有地の面積の80パーセント（協議の申

出時においては、おおむね80パーセント） 

(２) 第６条又は第６条の２第２項の承認を受ける場合 民有地の面積の100パーセント（承認の

申請時においては、原則として100パーセント） 

５ 第６条の承認の申請に係る土地利用事業に関する工事は、原則として、同条の承認後５年以内

に完了するものであること。 

６ 別荘地等開発事業及び高さ15メートル以上の建築物の建設事業を施行しようとする事業主は、

第６条及び第６条の２第２項による申請書を提出する前に、利害関係者に対し説明会を開催し、

協議しなければならない。 

７ 前項の利害関係者の範囲は、次のとおりとする。 

(１) 別荘地等開発事業 

ア 開発地に隣接する土地、家屋所有者及び居住者 

イ 開発地からの排水により、著しい影響を受ける農林漁業関係団体 

ウ 開発工事により、特に交通上の影響を受ける者 

エ その他市長が特に影響を受けると認める者及び地域 

(２) 高さ15メートル以上の建築物の建設事業 

ア 日照が、冬至の午前８時から午後４時までの間において影響を受ける土地、家屋所有者及

び居住者 

イ 計画建物から水平距離で、建築物の高さの２倍の範囲内にある土地、家屋所有者及び居住

者 

ウ 眺望、風害等について、著しい影響を受けると認められる者 

エ テレビ電波の障害を受けると認められる者 

オ 開発工事により、特に交通上の影響を受ける者 

カ その他市長が特に影響を受けると認める者及び地域 
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第１号様式（第６条関係） 
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第１号様式の２（第６条の２関係） 
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第２号様式（第８条関係） 
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第３号様式（第８条関係） 
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第４号様式（第９条関係） 
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第５号様式（第10条関係） 
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第６号様式（第11条関係） 
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第７号様式（第11条関係） 
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第８号様式（第11条関係） 
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第９号様式（第11条関係） 
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第10号様式（第11条関係） 
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第11号様式（第15条関係） 

 


